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研究成果の概要（和文）：　新しい会計基準設定主体である会計基準庁では、エビデンス・ベースの会計基準設
定を志向し、研究者コミュニティとの緊密な関係の構築を会計基準庁が自ら主導しつつある。IFRS適用後のフラ
ンス会計基準設定主体の行動はフランスの基準設定の長い歴史において、これまでにない新しさがある。エビデ
ンス・ベースであるよう奨励していること、研究テーマは時機を得たものであることが要求されている。
　総括すると、かつての利害調整型の基準設定は見受けられなくなった。これに代わり、学術的知見の収集と研
究者コミュニティとのネットワーク型に変容しつつある片鱗を見出すことができた。

研究成果の概要（英文）：This study reports an initiative and strategy of the accounting setting body
 adopted by the French Accounting Setting Body to gain control and effects over accounting setting 
process in international and European context. In France, a new agency was established, and since 
then, the strategic report demonstrates a unique opportunity to work with researchers. This 
initiative marks an interesting case study to encourage the evidence-based accounting setting 
nationally.

研究分野：国際会計

キーワード： 会計学　フランスとグローバル化　財務報告　基準設定過程の複雑化
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１．研究開始当初の背景 
 

EU 加盟諸国の市場統合に向けた現実の流
れと軌を一にして、統一的な会計基準―具体
的には、国際財務報告基準（IFRS）―の採用
とローカル基準への影響が会計および財務
報告における関心領域となった。EUは 2005
年以降、上場企業の連結財務諸表に IFRSを
適用した。しかし、フランスの学界では、
IASB の正統性に対する疑問や配分の原則を
主張する見解が近年際だって強くなってき
た。（小津稿「フランスにおける展開」『公正
価値測定の意義とその限界』日本会計研究学
会特別委員会最終報告書，117-131頁。2011
年。）北村敬子教授を主査とする『公正価値
測定の意義と限界』に関する研究グループが
対象とした、ドイツ（井原理代教授稿）、イ
ギリス（田代樹彦教授稿）との比較において
もフランスは公正価値測定の拡大に極めて
慎重な考えをもっていることが判明した。 
 その背景には、フランスの個別会計は社会
性が強い会計システムが特徴であったが、(a) 
IFRS（の利益観）が徐々に個別会計の改訂に
浸透しつつあるという実情があり、一方で、
(b) 依然としてステークホルダー志向が強い
ため、基準設定主体内部の利害調整過程が複
雑になった、そのために当面、公正価値測定
の対応は保守的な態度で臨んだのではない
かと考えられる。 
 
２．研究の目的 
 
そこで、本申請課題では、フランスの新し
い会計基準機構（ANC）における、基準設定
主体内の利害調整過程を明らかにする。その
際に、フランスの個別会計における社会性が
強い会計システムと、IFRS の利益観に焦点
を当てつつ、新しい会計基準設定主体内の変
容を解明することを目的とする。 

 
フランスのみを対象にした研究をするが、
学界から他の国を対象とした研究成果がで
れば、ドイツやイギリスとの比較研究が蓄積
されていくと考える。特に、フランス会計学
界の主張をつぶさに学び、正しく理解するこ
とを通じて、「グローバル社会に容易に迎合
しない国の論拠」を理解できるようになる。 
ふたつめは、フランスでは上場企業の連結
財務諸表への IFRS 適用の影響・効果がどう
評価され、これを踏まえ非上場企業・個別財
務諸表・新興企業への適用の素案、国際会計
基準審議会へのアジェンダ戦略、国内企業の
会計規制など将来の国家戦略がどのように
構築されていくのか、将来の展開を推定する
ことも可能になる。 

 
３．研究の方法 
 
 リサーチサイトであるフランス会計基準
庁が公表する資料、文献研究の渉猟にもとづ

く記述研究。非定量的な研究方法を使用した。 
 
 こうした研究手法を採る理由は次の通り
である。つまり、将来の金融監督行政を方向
付ける内部の論点を解明するためには、内部
の一次資料を直接読むのが適切と考えた。 
 
本研究における検証仮説は次の通りであ
る。 
 
◆仮説１．1947 年から 2005 年以前までの
フランスにおける状況と比較すると、会
計基準設定主体のガバナンス体制は対外
的な会計国家戦略を反映したものになっ
た。 
◆仮説２．フランスの新しい会計基準機構
（ANC）への組織変更は、EC 委員会を通
じた IASB との外部関係を簡素化させた
が、その結果として、内部の構造は複雑
化した。 
◆仮説３．ANC の内部構造の複雑化は、フ
ランス国内のステークホルダー間の調整
が複雑化したことに由来している。 
 
これら３つの仮説のうち、本研究課題を遂
行する期間において、仮説２に注力した。 
 
４．研究成果 
 
 ２．に掲げた研究目的は大きく分けて３つ
ある。ひとつめは、フランスの個別会計にお
ける社会性が強い会計システムへの影響の
調査、ふたつめは、IFRSの利益観に焦点を当
ててフランスにおける浸透性を明らかにす
ること、この 2つを通じて、新しい会計基準
設定主体内の変容を解明することである。こ
のうち、利益観の浸透性については継続して
調査中であるので、他の 2つについて研究成
果を述べる。 
 まず、企業の大多数が中小企業であるとい
う認識がある（Colasse, B.;藤田訳[2015]）。 
 会計制度のあり方について、SME版 IFRS
を適用することは慎重な考えが明示され、二
分化が確認できた。これと併せて、会計基準
設定主体の戦略的な行動の源泉として学術
的な研究成果の活用が意図されていること
が明らかになった。 
 また、過去の研究でフランス国内にも、公
正価値擁護論はあったことは分かっていた。
そこで、IFRS の pro/con双方の議論を AMC 内
部の議論にあるか調査したが、見つからなか
った。むしろ、新しい会計基準設定主体であ
る会計基準庁では、エビデンス・ベースの会
計基準設定を志向し、研究者コミュニティと
の緊密な関係の構築を会計基準庁が自ら主
導しつつある。IFRS 適用後のフランス会計
基準設定主体の行動はフランスの基準設定
の長い歴史において、これまでにない新しさ
がある（詳しくは、小津[2017]を参照された
い）。要約すると、 



 
・研究志向を内外に明確に伝えている 
・研究内容に関しては、資本市場研究への重
点移行がある 
・重点領域には非財務情報のディスクロージ
ャーと排出権取引や汚染予防のメカニズ
ムなど環境会計のテーマをも含んでいる 
・人的ネットワークに関しては、会計基準設
定主体をパブリック・セクターに据え置く
という連続性のなかに民間の研究力を取
り込むという連携型である。 
 
  パブリック・セクターが、研究者が生み出
す学術的知見の情報収集センターになりつ
つあるという試みである。 
こうした試みにおいては、まず財務報告と
金融をも含む研究成果を統合し、フランスの
研究力を底上げし、さらに IASBの基準開発
とECおよびEFRAGに積極的にコミットす
ることが意図されている。 
しかしながら、研究方法に着目すると実証
研究に依存するとはいえず、伝統的な理論の
変遷や各国の比較分析、歴史研究、実務の現
状調査も奨励されており、多様な研究方法を
活用する可能性が示されている。とくにフラ
ンスの伝統的な価値に重きを置く研究主題
には、記述的・歴史的研究手法が用いられ、
社会性が強い会計システムを擁護する論理
構成になっていることが判った。 
とはいえ、いずれもエビデンス・ベースで
あるよう奨励していること、研究テーマは時
機を得たものであることが要求されている。 
総括すると、かつての利害調整型の基準設
定は見受けられなくなった。これに代わり、
学術的知見の収集と研究者コミュニティと
のネットワーク型に変容しつつある片鱗を
見出すことができた。 
このことは、本研究課題を開始した時に設
定した仮説のうち、２．について、利害調整
関係の「複雑化」は支持されなかったことを
意味する。むしろ、国外との折衝ないしは貢
献において、これまでにない戦略を試みてい
るという解釈さえ成り立つ。会計基準設定主
体のこのような変化については今後も注視
する必要があるとともに、利益観の浸透につ
いても継続調査したい。 
なお、研究体制は、申請者１名による個人
研究であり、研究分担者は依頼していない。 
研究の中間段階で、国内の研究会、ワーク
ショップで報告した。 
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